
地9 スーパ…中枢港建において指定会社等〈罵営化会社〉が翻の補助金または無事i子震付金により新た 曾国土交通省� 

1 誕生策体系，(J)中での鋭霊堂づけ� 

0図捜雲港湾問競争激化の中、スーパ一中枢港湾政策実施。基幹絞

路を維持し、� 7-i三笠竺滋化によるコスト・輸送降続上昇等歩防止、
我が国産業経済の国際競争カ強化や国民生活向上が不可欠。

。衛政策のー潔で、r特定外翼主宰猿の管理運営i二関する法建jを童

I A:L 外笠議室霊公社の株式会社悠を縫議a

警
会

IQ公社等iま港湾管理設住T漂わり‘� 5大港のコンテナ貨物量の約7割、
立! 民漆念悠笠皇室隆盛圭コンテナ埠頭を建設後護憲営。盤重金盆住区

よる壌鎮の運盤盈室生〈サービス強化等〉が開放策よ、主亙盆ι� 

Oまた、アジア主要港で革新的著者役機械の導入開始。強姦挫墨色
急立主ヨ三kスピード等で完全に立ち後れ、� f主主

0*政策!玄、重量壌のf港湾の冨際競争力回復し国安省成袋詰議
照会議の日韓盟位止におこ合致。� 

SE漬跨件数量を幾少、特lEの者に信ってい主主いか

。本税制特例の溺局者数は5社だが、� 2k税制特例対委設の財は、全

省| 殺から引き継いだ綴友一一生主塾盤発簿(引継いだ財涛は793件〉。
霊10本猿剣l主主主藍翠設備投資インセンティブは公社税制|になふみ� 
1:& 税制により、公社の早期会社化促進による線頭の管理運設の効

率化や、競争上重要な玄捜議荷役機械の整備促進が図られる。� 

O本税制は、麹z省成長戦絡会識の「港渡墨童1長JtfIまに後進。

器.織の支援措置害事l!(J)役線分担

。公役敏会社lま、高い地域絞済効果を持つコンテナ主事頭を、選義援

翠察院伐b笠塗重量輩。溺毒事は建設・運営滋で藁筆皇室主盤

.コンテナ線幾重量設等 国建港湾管理者の墾重住援投

.埠蕗:iIT傍の物流関湾総設等鐙議総:障の蓋監

.スパ王争港湾への貨物集中等促進 rス…パー中枢港湾を核と

したコンテナ物流の総合的集中改蕊プログラムJ(全盤盟議)

@主宰霊護保有コスト:管理者や、アジア主望書港とのバランスで盟盤主主
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2. 当初のa~底!.H撃がままに遠慮されてい君主いか 

Oスーパ-~崎港湾政策の翼線淵lま、空盛2?~服装主主(14年度比〉、
由選重ヨ主とそ皆、後山港、高雄港並みとなる主劃盤滋� 

φ立ニE呈壬主(入浴~貨物引取)を、� 3-4日から、シンガポール港主主み
の1E程度に短縮 すること(16年度からの政策〉。� 

018重手渡現在、選j蜜コストについLは約13%削減、り-R金王ム民議込1
旦i杢ftIホ1.18)[こ低減しており、目標達成iこ!却すで着実に遂事歩。

。一方、釜山章者港など蓋士主主童金調奈の誕主、終定以上のスピードでの
コンテナ路大型化による強会主(J)寄港きをの絞込み強化、護憲率の高い

大規模荷役機械のアジア主要港での導入椀始等で、密際港湾問競争

が激化。盤亙豆主選から欧米基盤革鐙が滅ゑI釜翠実担金態。� 

こより、平綴会社化促進を滋じ11。盤量豊嬢宏達成するためには、盗盤塑

た港湾コストの低減や、大線機事寺役機械導入等を図るこたが杢互220 
4-事後雲量著者撃における確認重量蕊� 

0スーパ…中枢港湾政策の尽標年度が平成22年度となっているこttf踏
まえ、今後‘毘政策の総絡を実施。

{効率的な選滋の効果:平成18年度実績】

港湾コスト13%低減(対平成14年皮比)、

リ…ドタイム約2.1悶(平日では1.1日)(従煎3-4日?
 

8.重量策目的塗総務総在して、的確かつ必要要望監小淑，f.j:措置か� 

m主が5大港の競合相手の、釜山灘、釜山新港、シンガポール港、高雄

港等では、コンテナ埠頭に固定資援数護霊霊堂皇色14いがふ周定室産
税毒事iこ穏当する税がなく、我が匿と対等な競争条件にはなっていなか。� 

Oまた、議濫萱重重のコンテナ士事頚iま、盟盆援態猿隻益差盟主量。

。場主義公社・会社のコンテナ士事頭1<1:、地域の車初むし使用料収入増‘運喜朗

彊玄主盟主獲量毒事警低滋主宰に霊童獄。激化する国際港湾問競争や、笠理賓と
飽涯との競争条件対等化から、本税制� (112軽減江主的機・必要最小限。
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株式会社化した埠頭公社(指定会社等)が新規に取得する大規模コンテナ埠頭に係る特例措置を創設することで、スーパー中枢港湾であ
る5大港のコンテナ貨物量の釣7割、日本全国のコンテナ貨物量の5割を扱うコンテナ埠頭を管理運営する埠頭公社の早期株式会社化を促

進してコンテナ埠頭の管理運営の一層の効率化を図るとともに、大規模荷役櫨械の整備を促進することで、スーパー中枢港湾の鼓争力強化
や‘我が国産業経済の発展を図る。� 

?960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 19952000 2005 2010 2015 
【税制特例の拡充及び新設】 ※太字が該当箇所� 

1 公社から指定会社等が取得する一定規模以上のコンテナ埠頭に係る特例措置

1)民嘗化後 10年(既存分) (創設:平成 18年度)� 
① 旧公団から公社が承継したコンテナ埠頭 :課税標準 3/5
②公社が取得したコンテナ埠頭(①を除く課税標準� 1/2 

2)民営化後� 11 -20年(拡充分)
 
旧公団から公社が承継したコン子ナ埠頭 :課税標準4/5
 
公社が取得したコンテナ埠頭(①を除く) ・課税標準� 3/5

(民営化後 11年目の減収見込額:130百万円(東京会社、平成30年度)) 

2-指安全祉等fJ{固の補助金叉l土俵利平貸付金により新内こE得寸る大短穫コン

子十埠置に係る特例暗置

-課税標準:1/2 (取得後 10年間) 【新規.� 2年ごとに税制延長要望)
{減収見込額:16百万円) (東京会社、平成 n年度}� 
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【コンテナ船の大型化】
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【横浜港における荷役扶況】
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E外貿埠頭公社の早期株式会社化の促進

(国交省成長戦略会議で議論された

港湾民営化をまさに進める税制)
-指定会社等による大規模荷役櫨械整備の促進 
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地12叡の乗結円潜化のための大規模改農工事により取得する鉄道施設に保る� 曾冨土交連雀� 
v一一一謀税額準の韓棋譜章一の拡充〈盟定糞産投f都市軒富税〉

"'.， 

az』z 

理
性

1.波集体系のやでの位震づけ� 2 当初の政策目標が震に達成会れていないか� 

O 奨なる喜怒象者による路線額の穏互直通化や駅施設の改良によ� 
る粂緩fIl液化の推進については、大規模な整備費用安婆ずる…
方、事業者の!&遺志向上に直接 iこは結びつかないことから、鉄道室
事業法第な忽条のな!こ義づき乗継円滑化措置に関して、事業者!こ

当該猪穫を講じる努力整蓋及び他事業者からの当該錆震に関T
る協議iこ応じる毅務を課すなど、政府全体、あるいは国土交通省
の政策i本系の中力俊朱度や緊要性の高いものとして明確に依霞
づけ。

O 鉄道率業者は、列車本数の増発による輸送カの機強や栢友直通運� 
訟の拡大人取り組んで来てお仏鉄道の利便性は飛躍的1::向...to

。他方、聞のような鉄道輸送サービスの改蕃に取り絡んで来た結果、一度
輸送陣容が発生すれば、速やかなダイヤの回復が難しく、相2正直通運

車誌を実施している他社の路線にも甚大往影轡。"*た、商密度で運転を

しているにも関わらず、なおホームに人が溢れ‘円滑様策継が阻害さ
れ平常時から慢性的な遅延が発生。」うした状況を皆解消し、旅客が型i
選棋の選廷により盤っている損失の軽減を図るための対策が今後必要。� 

有
効

性� 

a適用件数が健少、特定の者に偏っていないか� 4膏事後評価等における確認状況� 

O 本拡充華EE遣は、悶定資度税の負担を軽減することにより、鉄道
事業者に輸送鰐警察対策，混雑緩和のための投資へのハー約レを
引き下げ、投資を推進するために有効。� 

O 現在のところ、平成22年度は1件、平成23年度は2件の適用を

見込んでいるが、これは、対象が1ill童円以上の工事に限定され

るものであることなどからであり、適用が特定の老人傷つてはい
主位。今後、特例が認められれば、適用件数がf事びることも織待。

O 拡充が認められた擦には、政策チェックアップを行う燦などにおいて、
:<$;特例の有効性について取り上げていく方針。

相� 

当

性

ゑ他の支援措置等との役割分担� G 政策録的達成手段として、的確かっ必婆最小限な措蜜か� 

O 
O

本特例については般に交緩猪議はなし。� 

奥なる事業翁による路線開の相互車速化や駅施設の改良によ
る乗継円滑化の捻滋については、鉄道事業法第22条の2(こ基
づき乗継円滑化機器撃に関して、事業者に当該措置を講じる盤2I
義監が諜せられているところであるが、努力義務に過ぎないため、� 
それだけでは不十分であり、事業者にとって投資のインセンティ� 
立ま与える本特例たの聞で適切かつ明確に役割会担。

O綴.:a夜通選転化や駅施設の改良による乗畿円滑化、輸送隊饗対策i立、
E.規模な整備費用を要する一方s事業者の霞撞の収入増には結びつ

かないため、事業者負担軽減のため本特例により施設幾備後の登記三
ングコストの負4日:を軽減することにより、鉄道事業者にインセンチィブを
与えるいとは、乗継円滑化、輸送障害対策を推進する手段として的確。

o ~また、本特例は、税負担の大きい施設整備後の一定期間!こ限って閤
2定3華麗税を軽減するものであるとともに、会体の減税綴:&び1件あたり

の滋懇鎮の大~jさから、毘民の納得できる必婆最小綴のt議後。 

0霊性的な鑓雑や隷滋織饗の影響が相互直進路鐘運転区間金体に影響が及ぶ事態と立っている寝袋為市、議事務で議識する

事j毘客� fJ(麓涯によって被る時離損失彊援会揖5たの軽誠を罷るため、議究による種額支援が不可女。



置場1超高官製週E 
O列車本数増発による輸送力増強や相互直通運転拡大等の取組みにより、都市鉄道の利便性は向上してきた。� 

Oしかし、特定車両への乗客の集中等により慢性的な混雑・遅延が発生。輸送障害が起こると相互直通運転区間全体に影響が及ぶ事態となって� 
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.特例措置の対象 鉄軌道事業者相互間の乗継円滑化を図るための駅の大規模改良工事� (10億円以上)により取得した鉄軌道施設

・特例措置の内容 固定資産税・都市計画税課税標準5年間� 3/4に軽減

・拡充事項の内容
①相互直通運転が行われている路線における輸送障害対策により、円滑な相互直通運転を確保するための駅及び駅間の大規模改良工事(折返設備、待避

設備の整備等)を対象事業に追加する。� 
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地13鉄道軌道輸送高関ヒ事業部耕金等を受けて取得する安全性向上設構に 曾国土交通省
川悦{姦る課税標準の持制措震の拡充〈盟:定饗産税)� 

1.致策体系のJ:tでの位覆づけ� 

O 政策評締法に基づく政策チェックアップにおいてF地方鉄道事業
i闘』� 

者のうち、『総合安全対策計翻』後策定し、計画的に実行している� 
理 ものの割合」が業績指標とし支掲げられるなど、本特例の閥的で

|性 ある地域鉄道による安全な輸滋サービスの安定的な提供につい
てi久留こと交通省の政策体系のゆで優先度や緊要性の高いも
のAごして顎獲i二位苦づけ。

&適用件数が罷少、特定の携に編っていないか 

o ;;ド特例の鉱充要望書事分の滋煎見込み件数iお件だが、これは、

渡期の条件となる補激についてはs従前よ盟主鉄道の改良繋繊維者
祭イせを行う第=セクターも対象となっていたと」ろ、実際!こ」の去最
ケースに該当する事業が開始されたため3税制についても適用性
対象とするための要望を提出したよいヨ経緯などによるものであ
り、適用が特定のものに偏っているものではない。(なお、現行の
本特例措置については、例年40件前後の適用。)� 

5.他の支接措鐙毒事eの役蔀分担� 

O 鉄道の安全対策iこ立言する議綴雪崩}度{鉄道施設総会苦言会対策事

幾重量補助}豆、施設整備のための初期投資の負担を較減ずるこ相
とにより施設整備を行いやすくするためのものである…方、集韓当
修ljiまs繍助を受けて施設を整備した後!こ増大する固定3愛媛税負4生
線についてsこれを軽量まし、護事3齢者のランニングコストの重量炉を軽

2.翁初の政策13援が既に達成されていないか� 

O 輸送の安全確保は鉄道の最大の使命であり、少子高鈴化やモータリ
ゼーシヨンの進展、施設の表朽化等近年の地域鉄i銭安取り巻く緩めて
厳しい経営灘境の中でも、暮らしを支える地域の上主として安定輸送を
確保するためには治安全に関する設備整備を継続的に祭施する必要。

4 事後評錨等における確認状況� 

O 業績指擦のf地方鉄iiま慈雲権者のうち、� 5総会安会対策計溜iを策定し、
計画的に実行しているものの割合jについての政策チェックアップにお
いて、本特例に関する減数見込穣を踏まえt;;，ょで魚 ~Æ霊の達成状況に
関する分析を経い、現夜の施策を維持すると註鎖。

6.政策目抽選成手段として、的確かつ必獲最小限な措置か� 

O 織助金を受けて務純化した鉄道施設等の撃機宏行い、鉄道事業者に� 
貸し付けるき書公金持ーは、施設整備に伴い増加した溜定資産税など維

持運営コストを鉄道選繁華毒者への貸付料として徴収するが、経営が厳しい

地域の鉄道警察象者にとって、これが大きな負強となり、投資意欲を綴
童e本特例により賢建資産税を軽減し、貸付料を軽減仏章表選事業者� ; 
の負按を軽減することは、地域鉄道が安会な輸送サービスを安定的f::緩
供できる体制を被保するという政策達虚空襲段として的確。

滅する」とにより、鉄道事業翁に安全に関する設備獲備宏行うイ� O また、本特例r;:，税負担の大きい施設裳備後の一定期間に限って閏
ンセンティブを与えるものであり、適切かつ明確に役割分担。

定資産税を軽減するものであるとともに、会体の減税額及び1件あたり
の減担額の大宮~から、国民の納得できる必繋菱重必限の措置。

。少子高齢化やモータリゼ…ションの進展、盤設部老朽化等橿めて畿しい経堂環境の中、地場競識が暮らしを支える

機嫌の避として安全なサーピス安安定信に譲侯できる体欝を護聾するため誌は、拡発による説著書i支撲が不可欠。� 
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。地域鉄総遂努事業者が、暮らしを支える地域の足として安全な輸送サービスを提供していくことがでiきるよう、鉄道軌道輸送

言語変化実務霊祭焚補助金又は鉄道主主設総合安全対策家業努補劾{者朽化対策〉を受けて取得する安念性向上設苦言さと対象とした特

例措援が講じられているところ。ただし、欽道波紋総会安金対策挙業費補助{老朽化対策}のうお主義殺の獲備・保有を業務

とする第3セクターが実治する事業については、今訟で対象毒事霊祭がなかったため、特例竣震は講じられていなかった。

。昨年� 12)司、とのケースに該当する事業が潔始されたまとめ、終例主普賢の対象の拡充を要望。

。:長大トンネ/レや機梁などの大規模改修実施後に増大ナる脳定資産税等の費用負担そ鉄道毒事業者の自助努力のみで熊うことが

間難になっている状況下、安全運行の確保のためには、特例措穫の拡充が必要不可欠a

鉄霊童軌滋輪五量E寄Jl

化署算書量綴繍助金


鉄道ま施設総合後会

対策事言襲撃を争議員臨


※総務付翻11ま理主行の税制特例の対象

.持{伊jす愛媛の対象:補助を受けて取得する家術の遂行の安全性向上に資する償却資援

・	 4待19~き愛媛(})内容 :蕗定資産税:課税標準6年期工� /21こ緩滋

付。
鉄道軌道輸送高度
化事業費補助金

鉄道徳設総合安全
対策事業費補助

-・.o霊認・・・ 
意金授� a税制特例措置i向上のための整質量議盟投 	 1 

圃鉄道施設総合安全対策事業費補助手!こより施設整備を支援
←トンネルの老朽化	 '鉄道軌道輸送高度化事業後補劫金j

クラック、漏水等

橋りょうの老朽化吋
錆、劣化等	 |『地域の尉として安余な輸送サービス安提供じ続けることを確保|11A 
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地14議議性龍� iこ憂れた自動車i二対する税輔の連用範冨の拡大 曾E土交i農省� 
Fー� 'C._ 一、 晶 、ん"事� V 戸町" 匂 明吋 ー 件付内勾齢、町弐�  V 伊 ザ一一-"，--♂---~柄、~‘_." .晶恥

，.政策体系の中での鋭盤づけ 2.翁拐の政策目擦が既に達成されていないか� 

O 平成20年3~に閣議決定され合 f改訂笈都議定書留標達成註
阻止において、自動車単体対策としてfトッブランナー基準による� 

O 平成19年度の運輸音B門のC02排出議I立、烹成22年度自襟の平成2
自動議の燃費改善」等により、平成22年度までに2.470万t-

dロ』 年度比10.3-11.9%増には及ぱ後い14.7%増までの水準。
2，550万tのC02を削減することが求められていると」ろ。� 0*た、大都市の大気汚染についても習|安続き深刻な問題。理� O 平成初年7月麗議決定されたf低厳禁社会づくり行動計画iにお

O こうしたことから、現在、特例措績の対象となっていない中最恵(灘両性 いて、家鷺伐自動車について語� 2020若手までに新車販売の2会に� 
総援護2.5-3.5tの自動車)についても、自動車グリーン税制の対象e:.

1モぎの饗lj会で導入する」とを自擦としていると」ろ。 Tることにより、これらの自動家ユーザーを環境負荷の小さし、自動車装
O さらに、本年9}ミの題連気候変数滋総会議での鳩山総理の発� 

へ鐙獲することが必要。
露出02盤出量多 1990年度比で25%議~滋]にあるように、合後主役
数j盤緩iじませ策のまE実が必婆。� 

a遍照件数が僅少、特定の者に傭っていないか� 4凋事後評価等における確建設況� 

O 新車新規登録の自動車の中で、環境負荷の小さい自動車が占めるo ;;k措績は、自動車ユーザ…に広く溺期される措置であり、特定� 
割合は年々増加(※※)しており、自動車ユーザーを環境負荷のIわさ有 の帯設に偏るものではない。
い自動車に誘導するよでは、本特例措置は有効性がある。劫� O 本特例措置の適用台数について、平成22年度、� 23年度平年度
(※※)18年度17%、旬年度26%、20年度41%性 で約な万台:a:-見込んでいる。� 

O なお、平成20年度事後辞儀獲において、グリーン税制等の効泉!こよ
り、澄実に燃費改善が進袋、努足立7年と比較し約20%以上改饗してい
ることが不されている。� 

5.他の支撮措置等との役割分担� 6.政策毘的達成手段tごして、斡獲かっ必要最小限な繕鷺か

話� O これまでも自動棄が満たせrベき最低濃の環議性能{燃費義窓際や緋ガ
当

O 本特例措置の要望肉容に係る要要件の中最恵については、績換� 
制度の対象とはなっておら1'--J税制jのインセンティブにより、普及 ス基準)を規制で定めてgきている。その一方で、より燃費性能及び排ガ

性 を拡大していく」とが必要。 ス性能の優れた環境急務の小~い自動車の普及安図るため税貧~特例
措置をi重用しており、必軍基緩小限の特例措置となっている。� 

O 新車新諜聾鐘のうち、環境魚礎の小さい自動車の占める掛合i本 平 成20年度においては約4割!こ、保有台数ペースでは


約6%にとどまっている現状下で、擁i主又iま績滅を行うのは、地嘩翠暖化対葉や大裁汚難対驚の推進に多大な影響が出る 


まため不謹壊。
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[ 	 自動車関謀議税のグリーンit::
自動車iこ起因する地球温暖化対策及び大気汚染対策習を議選喜するため、� 8議会議幾重量税、段勤務税、� g主要詰軍事殺得税の終鎖措置について若者婆の見直しを行いつつ遠足

期痕を延長することで、低公害率の更なる普及を図る。

lt 施葉の費量a岳部省爵標� ι� I 占動家グトン税銅iの概要� 

-冨連気候変動蓄脳会議での篇山鎗漢の量豊富(002挨織費量.'1:1曹司臨繁盛Ut司!25警告
閉濡}にあるように、今後地球湯緩化対策0)充実が必要.

-京都議定書の002削滅目標を達成するためには、灘総務内からの002:争奪総量震
を2010年度までに1990度比10.3-11.9悩増の水準とする必望書.� 
.r低農棄社会づ〈り行動計百(2008年7月思議決定)Jにおいて、次f睦itf尊重論議に
ついて、� 2020年までに続車販完の2台1こ1台の議会とすること唱を際機n

自艶豪量膏怠{申書草}� 
[H24.3.Jl迄lO 
[H22.3.31迄1①

自動車a・3 
[Hl2.3..31t監1

....諸
経議混率②� 

葱漉俊樹こ:.れた縫圏直棋に
対する親"の議潮機関"鉱大� 

自動車グリーン税制(車両総重量3.51:'を超えるトラック圃パス等}

〈古� 113a33再HH2a4a車II自動向..車内{衝種3車・骨由車m 融� 混迄議{中】]@D車]M自動自zepe2量種.量� mlM車闘2m1m¥ ¥  	自 3寝
高]

[H動.~車 31 事Z 

Ch

瓜内ゆえ附

竜童走路動車噛弱電池隼含む� 
A阜市

税率苦栂相田担軽震 免除 軽減税爆のγ覧醸カ1自動箪 / 
【5 率1 | 先除� !予0f克信軽."，誠 主義諸~罰 塗義霊準東逮燃成費iIi 動一

7由経隷理】誕すヌ繍吻鱗ずト新瞬適sbh叫i「同'"附績ea2?ESzt s川i匂銀� dfay削義合B務覧μ を年漬来俊た高す績，思"の前パ什l V 型軽~
プ匂グイシハイプ IJ1Þ~富動車 免除

ゑト・自殺事忽掠君主の袋準加担� 3出1lO1'自家沼自車窓5%、営業m費動車・経自動率3% 
4・	 Uとついては.税率を銃ね叩%盤線z...Jド併刊年五韮のデイ」ゼルヰZ等、取締惜'"担のガヅヲン京、� lPGI1

300 

(
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n
Z
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2CC

佃
)

so 

国ゆ� 

o 
棚剛酬明醐 判明'四国明開削開 醐 開 削 削 附 開 削 問

塗れその他種選纏酪:パス、タクシー録湿一路総.銑!l!

主主2:2010年震複績は軒来樹震 litlS~楊眠薬院計g獲得成鴻同事 3R2倉院lllI蜘融緩)1::制する対銀l:.後ケωスの制緩 

l1lifヘアぅ梶公害撃の普及台数九三二� I 
思舶納税当主務滋(棚際畿道陣!こi報知 �  

酬
哩
撃
機
器
記
越
川

150 

100 

2主体 低公害警軍事 会事本!と点める
録公害審査震のおj苦言

保有台数� 47447玉会� 2847玉昔話� 6% 

員長売台数� 284万台� 1187玉霊堂� 41% 
[司区気寝殿乳天象ガス白，，~JIt..メタノール室勤辺久一般乗合パス剖令<) 
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地15ス…パー中枢港葉北おいて外驚埠頭公社から描3窓会社等{民営化会社〉が取得するコンテナ埠踏  

iこ集る関東資産税及び都市雷璽聴の操接携準gp特費型携震の拡党〈鱒走資産掛替市計画税〉
轡田土交通管 

1 設業体蓮患のやでの依置づけ ゑ遂怒の政策関綴が翼査に達成されていないか 

合 
型車

性

軍事
効 
性

相

翁
書生

0図際港湾関競争激化の命、日本の滋の国際競争力回復のため、

ス…パー中枢港湾政策変実施。基幹銃路を維持し、フィーダー港

f乙Lよるコスト・畿送時間よ界等を防止、我が国産業経済の臨擦
競争力強化や甑畏生活向上が不可欠。

0f，iJ政策の…潔で、 f特定外貿滋頭の管理運営に関する法盆jを盤  
獲し~安全賞ま阜猿公社の株式会社 fじを推進。

Q公社祭iま港湾管理者に代わり~大港のコンテナ貨物釜の約7割主
羽本会体の5寄iを扱うコンテナ埠頚を建設"運営。株式会社化!こ

よる埠譲の運営効率化(サーピス強化等)が開放策上、不可欠。

。本政策は、議級事撃のf港湾の鐙潔競争力回復ム器製交省成長戦 
懸余議空)r港湾民営化IIこ互に合致。

。スーパ一中継港湾政策の政策自擦は、平成22年度までに (14年度比)、

(j)港湾コストを、釜山港、 E譲渡港主主みとなる3寄j低減  
告リ…ドタイム(入港~食物事i取)を、 3-413から、シンガポール港並み

の1旦翠獲に短縮すること  (16年度からの政策)。

018年度現畿、港湾コストについては約 13%削減、 tj-ぞ空イムは約2.1
毘{平日は1.HD1;::低温しており、!3標達成に!怠けて策実に進議長。 

。…方、袋山新港など新たな競会絡若手の誕生、翠定以上のスピードでの

コンテナ船大型化による船会社の穿滋先の絞込み強化芸春で、層際港
湾問競争激化。我が5大港から欧米基華李総絡が消去する現喜怒的危機。

0政策  g擦を逮成するためには、本税制により、早期の事長式会社化促進

を遂じた港湾コストの低減等を限る」とが必要不湾欠。 

3.量軍用件数が僅少、持定の警に綴っていないか 4.事後聾領者撃における確認扶N 

0本税務特例の適用者数は6社であるが、平成22年度における漉 
用予定件数(793件}は相当数あり÷分な効5裂が見込まれる。

0:1ド税制により、公社の早期の稔式会社化を促進しコンテナ埠頭

の管理運営の…総の効準化を図ることは、我が関経済の濁際競

争力確保のために必築不可欠である。

0本税総i之、臨交省成長葬祭絡会議の「進塁審議議住」を疋!こ捻進。 

Oスーパー中枢港湾政策の包標年度が平成22年度となっていることを踏

まえ、今後、間政策の総援を実施。

{効率約な運営の効果:平成 18年度実緩]

港湾コスト13%低減(対平成14若手度比)、
 
1)…ドタイム約2.1日(.l¥!隠では1.1日)(従事言3-4日)

広告主の支援披露霊害事との役著書分叡 s“政業目的霊童話定男子軍主として、的確かっ必要要望E小限な措叢由、

。公社・会社1;1:，滋い地域経済効祭を持つコンテナ埠頭を、港湾管 
潔翁に代わり建設*運営。屋書撃は建設・運営蛮で皇室綾なき支援

@コンテナ湾頭建設毒事:罰事港湾管現場者の然刺子貸付

+.!童謡近僚の物涜関連主懇談毒事の建設: 留の撞盟  
φスパzh港湾への貨物集中等促進  rスーパー中枢港湾を核と 

したコンァナ物流の総合的集中波家プログラムJ(全額国費)

4静主主頚保有コスト:管理者や、アジア主要港とのバランスで謹減免 

0我が5大港の競合板手の、釜山港、釜山新港、シンガポール潟、高雄

;漆ミ撃では、コンテナ場童書に盟監禁筆遊説等が課せられないか、闘史資産

議祭iこ相当する殺がなく、我が箆と対等な競争条件にはなっていない。

O~また、滋湾管理者のコンテナ埠援は、闘史資要量税等が非課税。 

0*阜頭公社集会社のコンテナ簿類は、地挫の税i絞‘使用料収入場•.....lIi盟
拡大、環境重量瀦低減等にま霊獄。激化する燈際港湾問競争や、管理者z 

f臨港との競争条性対等化から、漆猿寒空白/2軽減21式的確・必要盤小娘。

。義が国スーパー中根港講の罷際競争カ強化のためには、全国母コンァナ貨韓の等分以上を援う外貿埠頭公社の早期の韓

式会社化により、創意工夫あふれるf港溝締営jを早期に拠暁し、荷~や舶会社との緊密な連携、多機な事業展開等による
物流サーピス強化・コスト低減払議域経済への鷺献等の単摺喪現が必饗不可欠。  
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画圃圃幽鞠醜鱗輔輔摺輔爾靖覇権輔鰹緬歯菌薗置

株式会社化した埠頭公社(指定会社等)が外貿埠頭公社から取得するコンテナ埠頭に係る特例措置を拡充することで、スーパー申枢港湾

である5大港のコンテナ貨物量の釣7割‘日本全国のコンテナ貨物量の5割を扱うコンテナ埠頭を管理運営する埠頭公社の早期株式会社化
圭量進してコンテナ埠頭の管理運営の一層の効率化を図り、スーパー申枢港湾の競争力強化や、議が国産業経済の発展を園る。

【海外トランシッブの増加】
【横浜港の荷さばき施設】� 

海外トランシップのイメージ
フィーダー化の問題点 d

'
l
J
t
 

-輸送時聞が長い

・荷傷みの可能性あり

・定時性が確保出来ない

・貨物の追跡が出来ない

、l!.
，.，.a詰ι

|トランシyブ貨物|

l日本の港の� 

L フィータ.一化!

【税制特例の拡充及び新設】 太宇部分が要求事項� 
1 公社から指定会社等が取得する-'.5=規樺以上のコンテナ埠頭に係る特例措置

1)民営化後 10年(既存分) (創設:平成 18年度)� 
① 旧公団から公社が承継したコンテナ埠頭 :課税標準 3/5 
② 	 公社が取得したコンテナ埠頭(①を除<> 課税標準� 1/2 

2)民営化後� 11-20年(盤充分)

め 旧公団から公社が釆継したコンテナ埠頭 二課税標準4/5 
-外宜埠頭公社の早期株式会社化の促進

② 	 公社が取得したコン子ナ埠頭(①存除o 課税標準3/5 (国交省成長戦略会議で議論された
(民営化後 11年目の減収毘込書百:130百万円� f東葉会社‘平成30年度)) 

遺重量童生をまさに進める税制)
2.指定会社等が国の補助金文は無利子貸付金により新たに取得する大規模コンテナ埠頭に


係る特例措置

・課税標準� 1/2 取得後� 10年間) (新規、 2年ごとに税制延長要望)

(減収見込額	 16百万円) (東京会社、平成22年度)
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地17駅のバリアフリー化のための改農工事!こより取得した施設に係る 曾国土交通省� 
ァ……課税標準の特椀措龍の拡充及び廷義〈不動産取鐸税〉

1.致集体系のまやでの位霊づけ� 2宥滋拐の政策箆穫が援に達成会れていないか� 

O 平成20年皮*における鉄軌道駅(1B努鈎豹j浴客数5000人以上}の� 

dロ』
O 公共交通機関のバリアフリー化については、平成18年に制定さ� 

墜葦解消主義iま71.3%となっており、平成位、� 23年度では約300叡の段

(バリアフリー新法)J院議長!さいて推進。また、政策評価法に基づく

れた「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

差を解消することを隠襟。1¥"1)77ワ一新j去に纂づく基本万針において、/¥'現
政策7'-I.ックアップにおいても「公共施設等のバリアフリー化率J 1)771)-施策の'7.1¥'イヨレアップを図ってL三ことを閣の責務としており、今後性
が業績指標として掲げられるなど、政府全体、あるいは閉式交通 もI¥Ynl…化の状況や当事者等の窓兇宏踏まえて新たな目標を設定)

守援の政策伎系の中で榎先躍まや緊要性の高い政策として明確[::: し、ハ1J77IJーイむを…層推進していく必裂があり、当初の政策目標は表
佼霊童づけ。 重盛。� 

3.遥毘件数が儀少、特定の者iこ信っていないか� 4.事後評鏑等における磁器状況

O 平成ヌ0年度における本特徴iの適用実績はヱレベ…タ…14纂
者� であるが、平成22年度[;1:59義の適用晃込み。本特例の対象は、

O 業績指標の「公共勉設等のバリアフリー化祭jについての政策チヱツ効 バリアフリー法による認定を受けた公共交通特定率講堂書十郎に� 
クアッブにおいて、本特例に関する減税見込額を踏まえたよで、闘機性 従って実施される公携交通特定事業に醒定されており、i際用数
の達成状況に関する分析を行い、現夜の施策を維持すると評価。

が想定姓1三僅金であっと仏想定外に控定の者に儲つてはいな

位。
 

6.政策創的逮成手段として、的確かつ必要最小限な措置か5.勉の支擦媛霊堂等との役蔀分担� 

O 会共交還機関のバリアフリー化は、多額の初期投災者撃がし必要と� ;O 211j77
1j-施設の繋鍛は、多、世額の重量F8がかかるにもかかわらず、後媛

なる一方で、鉄道事業翁の収益に直接結びつくものではなく、議

j

的な霧蓄を織に絡びつかなも採算性の警察いものであり、施設の取得雲寺
朝

務付けが毘難である。こうした中、助成都度により施設繋備のた
i

当
の宅急援の 創設は詰業者の投ザ欲綿密。本特例f::よム不動度

めの初期投資の負担を綬滅する」とに加え、本特例による初期 取事ーfの曹税整の備負を担推を進絞す;演るとすめる』のと手は段、と投し資てへ約の篠ハードルを引き下げ、工レへい
性

投容のF2日の更なる時滅!こより、鉄道事業者1こイニfセンγィブを� O また、よ特例は対象が公共交通特定響楽[二限定されるものであり、
与える」とは、公共交通機関のバリアフリー化を推進する手段と 全体の減税額及び1件あたりの減税額の大き舎からも、閤民の納得で

して穏当。 きる必要悪最小限の捲置。

。エレベーターの整嬢iこよる旗弱震差解璃がきi審議き強〈求められる礎技下で、延長が認められないと、高曇者、健審饗

等の自立した日常生活や社会参加の議会の確保への対応iこ多大な影響α� 

A 
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H22年皮:2書記� 
H23年度� :8書記

寸奇襲主主主ホーム綴主撃の導入状況]
長室主重量 約� 20年型主主主務主主}

うちE建設繁華震緩め絞殺章表� 

56憲史

務紛特例を創設し

廃車殺事院への設畿を後進

車五� 

レベ…タ…のま産備による駅のバリアフリー化は、これまで税制特例の効果絡により務訴さに述書島発するも、滋半ば。

く〉議事入後期がかさむ一方、直接的な需要僧に結びつかない採算性の惑い投資であるバリアブリーイじな引数統合機滋するためには、税制による

支援が必製不可欠。
く〉災に、ホ…ム上での視覚隙答者の安全かつ容易な移動のた

…鉄軌道駅の段差解沼率一 -~覚障3害者のホーム転型車経験…
障害者図体の実総した織ままによるた、(…臼当たりの利用者が5千人以上の駅}� 
f視覚障害者の2人にt入、
金E若者の3人I


29% n 71% 
こ2人が

ホームからの転落級車業il;りJ
(795駅/2，775駅}γ(2，007駅/2，816駅}� と回答
 
(SP:/iQ;12年度来(平成20年度末)
 

E嫡盟理費院選議櫨岩盤彊
[現行} [鉱光}

+4寺紛争皆絞め対象
{現行}奇書軌道護者辞書震務絡が島正霊堂燃のバジアフリー化のための改良工事によ号取得した家屋及び償却資産

愛された可動式ホーム相官を対象に迫力5{主主流Ig正義党の釈に絞5・4寺OlH普緩め内務
[害現行]不動滋賀量得税・線毛並線療 1/6撚i致、総定資謀説� 都市計爾税:課税標準� 5年間� 2/3に軽減e

[主主流]闘慾幸運滋税:線総絞殺 8年閲� 2/3!::'糠減
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